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日経平均株価は大発会に 9 カ月半ぶりの安値

を付けた後、切り返す展開となり、昨年 12 月

に日銀が金融政策の修正に踏み切った前の水準

に戻った。さらなる政策修正が警戒されたなか

で開催された 1 月 17 ～ 18 日の日銀金融政策決

定会合において、金融政策の大枠が維持された。

会合前に日銀が上限とする「0.5%」を超える

0.545% になっていた日本の長期金利は急低下し

て 0.4% を割り込み、外国為替市場では数分間

で 2 円ほど円安・ドル高に振れ、大幅な株高を

誘った。

米国市場ではハイテク株、半導体株が買われ、

ナスダック総合株価指数やフィラデルフィア半

導体株指数の上げ幅が大きくなった。欧州では

英 FTSE100 種総合株価指数が 2018 年に付けた

過去最高値に迫り、独 DAX 指数は昨年 2 月以来

の高値を付けた。香港株や韓国株の上げも目

立った。世界的な金融引き締めの打ち止め期待

や、世界経済の後退が回避できるとの期待が先

行した模様だ。

米連邦準備理事会（FRB）が 1 月 31 日～ 2 月

1 日の米連邦公開市場委員会（FOMC）で利上げ

幅を 0.25% に縮小することが確実視されてい

る。ウォール・ストリート・ジャーナル紙はこ

の FOMC で「今春に利上げを停止するために労

働需要や支出、インフレの鈍化がどの程度必要

かを検討し始める可能性がある」と報じた。米

金利先物から利上げの確率を算出する「フェド

ウオッチ」によると、3 月にも 0.25% の利上げ

を実施し、5 月に利上げ停止、11 月に利下げに

転じるとの見方が優勢だ。この金融政策転換の

可能性を手掛かりとして、株式市場に投資資金

が戻った。

もっとも金融政策の先行きは不透明だ。昨年

12 月に開かれた FOMC の参加者で今年中の利下げを想定している人は一人もいなかった。FRB が金

融引き締めに積極的な姿勢を示し続ければ、金融市場は不安定な展開になりかねない。また日本

では物価高を背景に日銀の政策修正思惑が再度強まりそうだ。4 月に任期満了となる黒田日銀総裁

の後任人事が 2月中に明らかになるため、人選次第での思惑の再燃も予想される。

世界経済の動向については、中国のゼロコロナ政策解除に伴う経済回復が期待されるようになっ

た。欧州では暖冬によって天然ガス価格がロシアによるウクライナ侵攻前の水準を下回ったこと

が、インフレリスク後退を意識させた。一方で景気後退懸念は依然として根強い。米国の昨年 10

（注）グラフの上限は年初来高値、下限は年初来安値

出所：ブルームバーグデータより今村証券作成

マーケット動向

主要国長期金利の推移

黒：日本、赤：米国、青：ドイツ、紫：英国、橙：フランス

出所：ブルームバーグ

1月 17～18日 1月/2月 31～1日 2月 2日

3月 9～10日 3月 21～22日 3月 16日

4月 27～28日 5月 2～3日 5月 4日

6月 15～16日 6月 13～14日 6月 15日

7月 27～28日 7月 25～26日 7月 27日

9月 21～22日 9月 19～20日 9月 14日

10月 30～31日 10月/11月 31～1日 10月 26日

12月 18～19日 12月 12～13日 12月 14日

ECB理事会FOMC
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金融政策決定会合

日米欧中央銀行日程（2023 年）
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～ 12 月期実質国内総生産（GDP）は前期比の年率

換算で 2.9% 増と底堅かったものの、民間最終需

要（個人消費、設備投資、住宅投資）は減速した。

本格化している国内企業の決算発表にも注意が

必要だ。昨年 11 月時点で全産業の 2023 年 3 月期

純利益予想は 7% 増益だった。その後、中国ゼロ

コロナ政策によりサプライチェーン（供給網）に

混乱が生じたほか、昨年 10 月に 1 ドル＝ 151 円

台と 32 年ぶりの円安・ドル高水準を付けた円相

場は現在 130 円近辺での推移だ。これらが重荷と

なり、企業業績の下振れ懸念が強まっている。す

でに通期利益予想の下方修正を発表した日本電産

の永守会長は「モーターは経済指標だ。我々の業

績が落ちたらほかの企業も落ちてくる」との見解

を示している。

強弱の材料が交錯し、変動幅の大きい不安定な相場展開が予想される。そのなかで、業績見通

しや経営者の発言などに注目し、投資先の選別に役立てたい。

2月2日 4502 武田薬品工業

6752 パナソニック　ホールディングス

6758 ソニーグループ

8306 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ

9433 ＫＤＤＩ

2月3日 3099 三越伊勢丹ホールディングス

8058 三菱商事

2月7日 9984 ソフトバンクグループ

2月8日 1801 大成建設

3402 東レ

2月9日 5401 日本製鉄

7203 トヨタ自動車

8035 東京エレクトロン

2月14日 6178 日本郵政

8766 東京海上ホールディングス

1 段 : 株価指数（黒 :日経平均株価、赤：米ダウ工業株 30 種平均）、

2段：円相場（赤 :対米ドル、青 :対ユーロ）、3段 :NY WTI  　　出所：ブルームバーグ

出所：日本取引所グループ HP より今村証券作成

決算発表予定日

2022年3月末 2022年6月末 2022年9月末 2022年12月末 2023年1月27日

日経平均株価 円 27,821.43 26,393.04 25,937.21 26,094.50 27,382.56

TOPIX 1,946.40 1,870.82 1,835.94 1,891.71 1,982.66

10年国債利回り % 0.210 0.225 0.240 0.410 0.475

円/米ドル 121.63-65 136.19-21 144.31-33 132.13-15 129.94-96

円/ユーロ 135.62-66 142.25-29 141.89-93 140.74-78 141.29-33
為替
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北陸経済動向

1 月に公表された景気判

断は、日本銀行、中部経済

産業局ともに総括判断を据

え置いた。

主要項目では、中部経済

産業局が「生産」の判断を

前月の「足踏みをしている」

から「弱含んでいる」へ引

き下げた。11 月の鉱工業

生産指数（速報値・季節調整済み）は前月比 1.2%

減と 2 カ月ぶりに低下、前年同月比 6.3% 減で 2

カ月ぶりに前年を下回った。前月比で落ち込み

が目立ったのは化学工業であり、後発医薬品の

低調を背景に 11.9% 減となった。電子部品・デ

バイス工業は前年同月比で 26.0% 減となり、中

国製スマホ向けの受注減少が続いている。

「個人消費」に関しては、11 月の商業動態統計

小売6業態販売額（全店ベース）が前年同月比3.4%

増と 9 カ月連続で前年を上回った。全国旅行支

援の効果や商品値上げが押し上げたほか、ドラッ

グストアでは新型コロナウイルス感染症の自宅療養機会増加に伴って医薬品の販売が増えた。観

光客数も増え、主要温泉地宿泊客数は前年同月比 6.7% 増となって 12 カ月連続で前年を上回った。

自動車販売は 3 カ月連続でプラスになったとはいえ、自動車の供給不足の影響が残る状況が続い

ている。

全体として持ち直し基調にある北陸経済だが、先行きについては不透明感が残る。12 月の景気

ウォッチャー調査（街角景気）において、2～ 3カ月後の先行き判断指数判断指数（DI、季節調整

値）は 3 カ月連続で前月から悪化した。物価高が家計や企業の動向に悪影響を及ぼすことが強く

意識されている模様だ。為替動向や海外景気などにも注意したい。

（参照：日銀金沢支店発表資料「北陸の金融経済月報」、「北陸短観」、国土交通省発表資料、経済産業省

及び経済産業省中部経済産業局発表資料、財務省北陸財務局発表資料、内閣府発表資料より今村証券作成）
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百貨店・スーパー コンビニエンスストア

家電大型専門店 ドラッグストア

ホームセンター

全体・総括 持ち直している 持ち直しの動きがみられる

個人消費 持ち直している 緩やかに持ち直している

生産 持ち直しの動きが一服している 弱含んでいる

北陸経済の景気判断

（注） 日本銀行…景気判断の変化は「北陸の金融経済月報」（2022年12月、日本銀行金沢支
　　　 店）との比較。

日本銀行 経済産業省中部経済産業局

2023/1/12 2023/1/24

北陸地域の総合経済動向地域経済報告（北陸）
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出所：ブルームバーグ

長期投資のヒント～高利益率～

「投資の神様」とも呼ばれているウォーレン・バフェット氏（以下バフェット氏）の投資哲学は

とてもシンプルだ。

・長期で保有すること

・良い株を安く買うこと

バフェット氏の投資手法は「バリュー投資」と呼ばれるもので、会社の資産や将来性を考慮し、

その会社の株が割安と判断した時に投資を行うものだ。選ぶ企業の条件として知られている主な

ものには、① 事業内容が理解できる、② 長期的に好ましい業績が見込める、③ 経営幹部が誠実

で有能、④ 魅力的な価格で購入できる、がある。

このうち ② の「長期的に好ましい業績が見込める」企業には、産業自体の安定的な成長が見

込めたり、競合が少なかったり、高い参入障壁を持っていたり、とする定性的な特徴がみられ、

それは「高い利益率」という定量的な特徴につながる。

利益率は業界によって異なる（右グラフ「業

界別営業利益率」参照）。一般的に医薬品や精密

機器、情報・通信業は利益率が高く、小売業や

卸売業などは利益率が低いものだ。しかし強み

を持つ企業は業界平均を上回る利益率を誇る。

長期投資をする場合には他社に負けない強みを

持つ企業に投資をすることが肝要と考えること

から、そのヒントとして高い利益率を維持して

いる企業に注目したい。

下表は北陸企業のうち利益率が業界平均を上回っている企業の一覧だ。今回はこの中からコー

セル、朝日印刷、ユニフォームネクストを取り上げる。

-4%
-2%
0%
2%
4%
6%
8%

10%
12%
14%
16%
18%

業種別営業利益率

出所：会社四季報 2023年1集

前期 今期予想 利益率

（億円） （円） （倍） （倍） （百万円） （百万円） （3年平均）

9790 福井ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 情報・通信 601 2,906 14.4 3.0 6,314 5,490 40.3% 27.0%

8111 ゴールドウイン 繊維製品 4,645 9,790 25.2 6.7 16,501 17,000 17.0% 12.3%

3540 歯愛メディカル 小売業 526 5,260 19.4 3.0 4,523 4,457 10.3% 6.2%

3569 セーレン 繊維製品 1,502 2,325 13.5 1.2 10,901 12,300 9.1% 4.4%

5971 共和工業所 金属製品 55 4,085 7.2 0.4 1,502 750 8.3% 2.9%

6340 澁谷工業 機械 678 2,412 7.9 0.8 13,402 8,800 11.7% 2.8%

5757 ＣＫサンエツ 非鉄金属 377 4,255 7.0 0.8 10,771 6,500 7.6% 2.8%

5273 三谷セキサン ガラス・土石 1,016 4,070 12.7 1.1 7,602 7,150 10.7% 2.7%

1930 北陸電気工事 建設業 205 686 13.3 0.5 3,157 2,100 8.3% 2.7%

3566 ユニフォームネクスト 小売業 37 372 15.4 1.4 354 376 7.0% 2.6%

3951 朝日印刷 紙・パルプ 202 869 10.4 0.6 2,296 2,400 5.2% 2.6%

7821 前田工繊 その他製品 1,061 3,290 19.2 2.4 6,462 8,000 13.5% 2.6%

6737 ＥＩＺＯ 電気機器 794 3,615 13.3 0.6 11,299 5,400 10.6% 1.5%

8066 三谷商事 卸売業 1,596 1,330 8.5 0.8 20,733 18,400 5.5% 1.4%

7317 松屋アールアンドディ 輸送用機器 67 1,288 19.4 1.7 355 550 7.5% 1.4%

9229 サンウェルズ サービス業 801 6,830 206.8 61.1 490 1,320 5.9% 1.1%

3549 ｸｽﾘのｱｵｷﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 小売業 2,295 7,280 17.6 2.4 14,070 15,200 5.1% 0.7%

6905 コーセル 電気機器 390 1,094 14.5 0.9 2,811 4,030 9.4% 0.3%

3443 川田テクノロジーズ 金属製品 199 3,370 8.2 0.3 6,412 2,800 5.4% 0.1%

注）株価、時価総額は2023年1月27日現在。オレンジの網掛けは営業増益見通し。歯愛メディカルは配当予想額は未定。

業界平均

との乖離
銘柄

営業利益
時価総額 株価 PER PBR

業種
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北陸企業ニュース　　コーセル（6905）
作成者　織田真由美

レーティング：　ＮＥＵＴＲＡＬ

高水準の受注残高が業績の支えに。株価は妥当な水準。

主要製品であるスイッチング電源とは、工場や家庭に送られてくる交流の電気を直流に換え、

その電圧を一定に維持する装置等のことだ。同社はスイッチング電源の標準品を生産し、制御機

器や工作機械などの産業機械メーカーに納入する。景気の影響を受けやすいものの、多品種少量

生産、短納期を強みに事業を拡大してきた。

強みはアナログ回路技術やマイコンを使った独自のデジタルアシスト制御技術、高性能化と組

み立てやすさを両立する実装・組立技術など、高い技術力だ。技術力を武器に高性能化、小型化・

高効率化など付加価値の高い製品で差別化を図る。

注力するのは FA・半導体製造装置業界、医療機器関連業界、通信機器業界、再生エネルギー・

蓄電関連業界で、それぞれの市場のニーズをとらえた製品開発で受注獲得を狙う。

2023 年 5 月期第 2 四半期連結業績は大幅な増収増益。受注は前期の先行受注の反動から前年同

期比 25% 減の 212 億 52 百万円と減少したものの、部材調達難が改善してきたことで生産が増加し

大幅な増収となった。売上高は期初予想を 7 億円強上回り、上期としては過去最高だ。営業利益

も増収効果に加えて円安進行が追い風となり会社の期初予想に比べて 6億円強上回った。

受注高は減少したとはいえ総じて堅調な印象だ。半導体製造関連は調整局面にあるものの、制

御機器や医療関連などの需要が好調で、第 2 四半期会計期間の BB レシオ（販売額に対する受注額

の割合）は 1.15 と、好況を表す 1 をなお上回っている。受注残高は 451 億円 63 百万円と高水準

にあり、当面の業績の支えとなりそうだ。

上期業績が期初の予想を上回ったことで、会社は通期業績予想を上方修正した。なお、想定為

替レートは 1 米ドル＝ 137.50 円、1 ユーロ＝ 140.06 円、1 スウェーデン・クローナ＝ 13.15 円。

足元の為替相場が会社想定よりも円高水準にあることはやや懸念材料だ。

高水準の受注残高の消化が進むことで、来期も堅調な業績が予想される。今村証券では売上高

は今期比 7% 増収の 360 億円、営業利益は同 1 割増益の 45 億円、純利益は為替差益を見込まない

ことで同 5% 増益の 32 億円、EPS95 円を予想する。

株価は決算発表後に上昇し昨年来高値水準にある。来期増益が期待されるものの、バリュエー

ションは妥当な水準と考える。投資判断はＮＥＵＴＲＡＬとする。

売上高

（百万円）

伸び率

（％）

営業利益

（百万円）

伸び率

（％）

経常利益

（百万円）

伸び率

（％）

純利益

（百万円）

伸び率

（％）

EPS

（円）

1株配

（円）

連19/5 27,876 +4.8       3,355 -28.7     3,296 -31.7     2,130 -34.7     59.41 25.00

連20/5 23,865 -14.4     1,668 -50.3     1,636 -50.3     303 -85.7     8.74 20.00

連21/5 27,020 +13.2     3,020 +81.1     3,432 +109.7   1,077 +254.5   31.07 17.00

連22/5 28,077 +3.9       2,811 -6.9       2,982 -13.1     1,895 +75.9     55.51 26.00

連23/5(会社予) 33,730 +20.1     4,030 +43.4     4,340 +45.5     3,070 +62.0     90.07 31.00

連21/6-11 13,814 +2.4       1,538 -11.3     1,532 -20.7     948 -26.7     27.72 13.00

連22/6-11 16,331 +18.2     2,025 +31.7     2,308 +50.7     1,624 +71.3     47.66 15.00

1,094 円 12.1 倍

35,712 千株 1,251.37 円

1,625 千株 0.9 倍

39,069 百万円 -29.9 円

4.7 ％ - 倍

2.8 ％ 2.8 倍予想配当利回り EV/EBITDA（22/5実績）

出所：コーセル、ブルームバーグ、今村証券

自己株式数(22/11/20） PBR

時価総額 CFPS（22/5実績）

ROE（22/5実績） PCFR

第2四半期累計期間

株価（2023/1/27） 予想PER

発行済み株式数(22/11/20） BPS（22/11実績）
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北陸企業ニュース　　朝日印刷（3951）
作成者　織田真由美

レーティング：　ＮＥＵＴＲＡＬ

大型投資一巡で利益率改善を期待。4% 超の配当利回りは魅力。

医薬品や化粧品のパッケージでシェアトッ

プ。コロナ禍で 2022 年 3 月期は 2 期連続の減

収となったものの、需要は徐々に回復してきた。

2023 年 3 月期第 2 四半期連結業績は小幅な増

収増益。コロナ禍により化粧品向けが減少した

こと、添付文書の電子化が徐々に進む中で医薬

品向けが低迷したことで印刷包材事業が小幅な

減収となったものの、包装システム事業の大幅

な増収増益が収益に寄与した。

強みは医薬品向け、化粧品向けに特化して

いることだ。医薬品のパッケージは命にかかわるため品質管理は厳しく、参入障壁は極めて高い。

同社は徹底した品質管理体制と品質保証体制で高品質の製品を提供、医薬品向けでは 4割超のシェ

アを握る。化粧品向けも医薬品市場に劣らず高い参入障壁があるとされる。化粧品向けのパッケー

ジはデザインが重視されるだけに、メーカーのニーズに応えられる印刷技術や設備を擁する印刷

会社は同社を含めて 4社程度にすぎない。同社は高品質を武器にシェアを拡大し、25％程度のシェ

アを握り首位となっている。

取引先が幅広いことも同社の強みだ。取扱高トップの得意先でも売上の 3％程度を占めるに過ぎ

ず、幅広いメーカーとの取引が安定した業績につながっている。

今期業績は大型投資一巡による減価償却費の減少が期待される反面、紙やインキなど原材料費

の値上げが利益を圧迫することで小幅な増益にとどまる見通しだ。一方、来期については値上げ

浸透による利益率の改善を期待したい。今村証券では売上高は 412 億円、営業利益は 28 億円、純

利益は 21 億円、EPS は 96 円を予想する。営業利益、純利益は過去最高益が視野に入る。

バリュエーションからみて、株価は妥当な水準にあると考え、投資判断はＮＥＵＴＲＡＬとする。

ただ、配当利回りが 4% 程度と高いことから下値は限定的と考える。配当利回り重視であれば、投

資対象として考えるのも一考だ。
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20,000

30,000

40,000

50,000

（百万円）

売上高推移

医薬品向け印刷包材 化粧品向け印刷包材

その他印刷包材 包装システム

人材サービス 売上高営業利益率（右軸）

出所：会社資料

売上高

（百万円）

伸び率

（％）

営業利益

（百万円）

伸び率

（％）

経常利益

（百万円）

伸び率

（％）

純利益

（百万円）

伸び率

（％）

EPS

（円）

1株配

（円）

連19/3 39,331 +2.1       1,870 -25.8     2,250 -20.4     1,660 -10.5     73.35 23.00

連20/3 40,460 +2.9       1,836 -1.8       2,173 -3.4       1,487 -10.4     66.74 21.00

連21/3 40,143 -0.8       2,004 +9.1       2,408 +10.8     1,639 +10.2     74.05 30.00

連22/3 38,806 -3.3       2,295 +14.5     2,523 +4.8       1,776 +8.3       81.24 35.00

連23/3（会社予） 40,500 +4.4       2,400 +4.5       2,550 +1.1       1,800 +1.3       82.32 35.00

連21/4-9 18,973 -7.0       1,071 -6.8       1,224 -8.2       908 +1.9       41.42 15.00

連22/4-9 19,819 +4.5       1,170 +9.3       1,296 +5.8       943 +3.9       43.43 15.00

869 円 10.5 倍

23,284 千株 1,466.82 円

1,549 千株 0.6 倍

20,235 百万円 209.2 円

5.7 ％ 4.2 倍

4.0 ％ 5.3 倍

出所：朝日印刷、ブルームバーグ、今村証券

予想配当利回り EV/EBITDA（22/3実績）

時価総額 CFPS（22/3実績）

ROE（22/3実績） PCFR

自己株式数(22/9末） PBR

第2四半期累計期間

株価（2023/1/27） 予想PER

発行済み株式数(22/9末） BPS（22/9実績）
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北陸企業ニュース　　ユニフォームネクスト（3566）
作成者　織田真由美

レーティング：　ＮＥＵＴＲＡＬ

成長期待あるものの、投資に係る先行コスト増加で利益伸び悩み。

飲食店や医療、作業現場などの業務用ユニ

フォームの通信販売を展開。ユニフォーム業

界は地域ごとの販売代理店による対面販売が

中心だが、同社はインターネット通販に自社

コールセンター、ネーム加工などのユニフォー

ムに特化したサービスを付加することで全国

から需要を取り込んでいる。増収率はコロナ

禍で伸び悩んだものの、足元は回復している。

一方、利益率は低下傾向だ。利益率の高い

製品の比率低下による粗利益率低下に加え、

ＤＭカタログなど広告投資の増加、採用増員による人件費増加などが要因だ。

アマゾンなどの大手ネット通販や同業他社との差別化を図るために取り組むのは、① 自社ス

タッフによるサービスの差別化、② 物流及び流通加工の迅速な対応、③ 売れる商品に絞った在

庫の確保――だ。ユニフォームの購入に際しては、色やデザインに加えて、使用する環境に即し

た機能性が重視される。このため同社ではコールセンターでの注文や問い合わせ対応などの接客

を重視している。商品詳細情報の問合わせ対応、販売後のアフターケアなど、商品購入時及び購

入後におけるサポートサービスを充実、顧客満足度向上に努め、リピート率を高めている。また、

社名・ロゴなどの刺繍やプリント加工を自社内で行うことや、人気商品の在庫を最長 3 カ月分確

保することで、受注から納品までのリードタイムの短縮、差別化を図っている。

2 月 3 日に 2022 年度決算を発表する予定。2023 年度も 2 桁増収が期待されるが、今期は約 7 億

50 百万円を投じ本社併設の物流センターを増設する計画で、減価償却費などの固定費増加が利益

を圧迫しそうだ。今村証券では今期業績について売上高は 71 億円と 2 桁増収を予想するものの、

営業利益は 3億 90 百万円、純利益は 2億 50 百万円、EPS25 円（株式分割の影響を考慮）と小幅な

伸びにとどまると予想する。成長性に期待は持たれるものの、投資については利益率改善を見極

めたい。
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（百万円）

売上高推移

サービス部門 オフィスワーク部門

その他 売上高営業利益率（右軸）

出所：会社資料

売上高

（百万円）

伸び率

（％）

営業利益

（百万円）

伸び率

（％）

経常利益

（百万円）

伸び率

（％）

純利益

（百万円）

伸び率

（％）

EPS

（円）

1株配

（円）

単18/12 4,030 +16.2     342 +2.6       342 +5.8       244 +12.0     100.09 10.00

単19/12 4,714 +17.0     361 +5.4       363 +6.1       241 -1.4       97.87 10.00

単20/12 4,968 +5.4       322 -10.9     338 -6.8       223 -7.3       90.06 10.00

単21/12 5,115 +3.0       354 +10.1     356 +5.0       233 +4.2       93.62 10.00

単22/12(会社予) 6,178 +20.8     376 +6.1       377 +5.9       249 +6.8       99.86 10.00

連21/1-9 3,741 +3.1       229 +33.1     229 +23.1     147 +20.5     59.38 -

連22/1-9 4,627 +23.7     233 +2.0       240 +4.5       155 +5.0       62.21 -

株価（2023/1/27） 372 円 予想PER 14.9 倍

発行済み株式数(22/9末） 2,497 千株 BPS（21/12実績） 988.81 円

自己株式数(22/9末） 0 千株 PBR 1.5 倍

時価総額 3,717 百万円 CFPS（21/12実績） 101.9 円

ROE（21/12実績） 9.9 ％ PCFR 14.6 倍

予想配当利回り 0.7 ％ EV/EBITDA（21/12実績） 5.0 倍

注）2019年1月1日付で1株につき2株の割合で株式分割を実施しており、2018年12月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し

てEPS及び配当金を表記。また、2022年12月31日を基準日として1株につき4株の割合で株式分割を実施。

第3四半期累計期間

出所：ユニフォームネクスト、ブルームバーグ、今村証券
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出所：ブルームバーグ

3566　ユニフォームネクスト（週足）

6905　コーセル（週足）

3951　朝日印刷（週足）
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主要経済指標

出所：各経済指標、ブルームバーグより今村証券作成

主要経済指標カレンダー（2月）

2021年 2022年 2022年

10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

実質ＧＤＰ 前期比年率％ 4.9 -1.8 4.5 -0.8

前年(同期)比％ -4.3 2.1 0.8 0.4 1.6 1.5

有効求人倍率 倍 1.18 1.13 1.17 1.21 1.25 1.32 1.27 1.29 1.32 1.34 1.35 1.35

失業率 ％ 2.8 2.8 2.6 2.6 2.5 2.6 2.6 2.5

機械受注：船舶・電力を除く民需 前期(月)比％ -8.4 6.8 5.1 -3.6 8.1 -1.6 0.9 5.3 -5.8 -4.6 5.4 -8.3

鉱工業生産 前期(月)比％ 0.2 0.8 -2.7 5.8 9.2 0.8 3.4 -1.7 -3.2 0.2

前年(同月期)比％ -10.4 5.6 0.9 -0.6 -3.7 4.2 -2.8 -2.0 5.8 9.6 3.0 -0.9

景気動向指数：一致指数 2015年＝100 99.2 99.8 101.3 100.8 99.6 99.3

　　　      　　　：先行指数 2015年＝100 100.5 99.3 101.6 98.2 98.6 97.4

百貨店売上高 前年(同月期)比％ -25.7 5.8 6.9 6.4 26.3 17.6 11.7 9.6 26.1 20.2 11.4 4.5 4.0

スーパー売上高 前年(同月期)比％ 0.9 2.3 2.6 3.9 0.7 1.2 -1.0 1.8 0.6 1.1 1.6 0.8 2.7

新車販売台数（登録車） 前年(同月期)比％ -12.3 -2.9 -18.0 -15.3 -15.8 -3.6 -15.8 -13.4 -13.3 17.8 19.7 1.0 -4.4

新設住宅着工戸数 前年(同月期)比％ -9.9 5.0 6.1 4.9 -1.3 0.0 -2.2 -5.4 4.6 1.1 -1.8 -1.4

消費者物価（ＣＰＩ） 前月比％ 0.0 0.5 0.4 0.4 0.6 0.2 0.2

前年(同月)比％ 0.0 -0.2 2.4 2.6 3.0 3.0 3.7 3.8 4.0

　除く生鮮食料･エネルギー 前年(同月)比％ 0.2 -0.5 1.0 1.2 1.6 1.8 2.5 2.8 3.0

2021年 2022年 2022年

10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

実質ＧＤＰ 前期比年率％ 7.0 -1.6 -0.6 3.2

前年(同期)比％ -2.8 5.9 5.7 3.7 1.8 1.9

非農業部門雇用者数 前期(月)差・千人 -9,292 6,743 1,912 1,616 1,047 1,098 293 537 292 269 263 256 223

失業率 ％ 8.1 5.4 4.2 3.8 3.6 3.6 3.6 3.5 3.7 3.5 3.7 3.6 3.5

ＩＳＭ製造業総合指数 DI 52.4 60.7 59.9 57.7 55.0 52.2 53.1 52.7 52.9 51.0 50.0 49.0 48.4

ＩＳＭ非製造業総合指数 DI 54.3 62.4 65.3 58.7 56.6 56.1 56.0 56.4 56.1 55.9 54.5 55.5 49.2

鉱工業生産 前期(月)比％ -0.2 0.5 -0.0 0.3 -0.0 -0.6 -0.7

前年(同月期)比％ -7.0 4.9 4.5 4.8 4.5 4.1 3.8 3.6 3.6 5.0 3.4 2.2 1.7

消費者信頼感指数 1985年＝100 101.0 112.7 112.9 108.1 103.4 102.2 98.4 95.3 103.6 107.8 102.2 101.4 108.3

小売売上高 前期(月)比％ 1.0 -0.4 0.7 -0.2 1.1 -1.0 -1.1

前年(同月期)比％ 0.6 19.8 17.6 12.6 8.4 9.4 8.8 10.0 9.7 8.4 8.0 6.0 6.0

　除く自動車 前期(月)比％ 1.1 -0.1 0.2 -0.1 1.0 -0.6 -1.1

前年(同月期)比％ 1.3 19.1 19.1 13.6 11.2 10.5 11.0 12.1 10.3 9.1 8.6 7.2 7.0

新車販売台数 年率・百万台 14.4 14.9 12.8 14.1 13.3 13.3 13.0 13.4 13.2 13.5 14.9 14.1 13.3

住宅着工件数 年率・千戸 1,395 1,605 1,679 1,720 1,647 1,450 1,575 1,377 1,508 1,465 1,426 1,401 1,382

消費者物価（ＣＰＩ） 前期(月)比％ 1.3 0.0 0.1 0.4 0.4 0.1 -0.1

前年(同月期)比％ 1.2 4.7 6.7 8.0 8.6 8.3 9.1 8.5 8.3 8.2 7.7 7.1 6.5

　コア（除く食料･エネルギー） 前期(月)比％ 0.7 0.3 0.6 0.6 0.3 0.2 0.3

前年(同月期)比％ 1.7 3.6 5.0 6.3 6.0 6.3 5.9 5.9 6.3 6.6 6.3 6.0 5.7

2021年

2021年

2020年

2020年

物価

家計

物価

家計

雇用

ＧＤＰ

企業部門

    米 国

雇用

企業部門

ＧＤＰ

    日 本

1日 新車販売台数（1月） 1/31-1日 米 連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）

2日 マネタリーベース（1月） 1日 欧州 ユーロ圏失業率（12月）

欧州 ユーロ圏消費者物価指数（1月）

2日 欧州 欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会

米 ＩＳＭ製造業景況指数（1月）

3日 米 非農業部門雇用者数（1月）

4日 米 ＩＳＭ非製造業景況指数（1月）

7日 景気動向指数速報値（12月） 6日 欧州 ユーロ圏小売売上高（12月）

8日 景気ウォッチャー調査（1月） 7日 米 貿易収支（12月）

9日 マネーストック（1月） 10日 中 消費者物価指数（1月）

工作機械受注速報値（1月） 欧州 英ＧＤＰ速報値（10-12月）

10日 企業物価指数（1月）

14日 ＧＤＰ速報値（10-12月） 14日 欧州 ユーロ圏ＧＤＰ速報値（10-12月）

鉱工業生産確定値（12月） 米 消費者物価指数（1月）

16日 貿易収支（1月） 15日 欧州 ユーロ圏鉱工業生産（12月）

機械受注（12月） 欧州 ユーロ圏貿易収支（12月）

米 ニューヨーク連銀製造業景気指数（2月）

米 小売売上高（1月）

米 鉱工業生産、設備稼働率（1月）

16日 米 住宅着工件数、建設許可件数（1月）

米 フィラデルフィア連銀景況指数（2月）

21日 工作機械受注確報値（1月） 20日 米 休場（Presidents' Day）

23日 休場（天皇誕生日） 21日 欧州 ＥＵ27カ国新車登録台数（1月）

24日 全国消費者物価指数（1月） 23日 米 連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事録

米 ＧＤＰ、個人消費改定値（10-12月）

25日 米 新築住宅販売件数（1月）

27日 景気動向指数改定値（12月） 27日 米 耐久財受注（1月）

28日 鉱工業生産速報値（1月） 28日 米 Ｓ＆Ｐコアロジック・ケース・シラー住宅価格指数（12月）

新設住宅着工戸数（1月）

（注） 各経済指標の発表日は予定であり、変更される場合がある。

第2週

（5～11日）

日 本 海 外

第1週

（1～4日）

第3週

（12～18日）

第4週

（19～25日）

第5週

（26～28日）
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アナリストによる証明

本資料に示された見解は、言及されている発行会社とその発行会社等の有価証券について、各アナリスト

の個人的見解を正確に反映しており、さらに、アナリストは本資料に特定の推奨または見解を掲載したこと

に対して、いかなる報酬も受け取っておらず、今後も受け取らないことを認めます。

------------------------------------------------------------------------------------------------

レーティングの定義

OUTPERFORM ： 今後 12 ヶ月間のトータルリターンが TOPIX の予想リターンを 10% 超上回ると予想さ

れる。

NEUTRAL ： 今後 12 ヶ月間のトータルリターンが TOPIX の予想リターンの +10% と -10% の間に入

ると予想される。

UNDERPERFORM ： 今後 12 ヶ月間のトータルリターンが TOPIX の予想リターンを 10% 超下回ると予想さ

れる。

 トータルリターン：株価変動率＋配当利回り

 目標株価は 12 ヵ月間の投資を想定しており、将来発行されるレポートで修正されることもあります。

------------------------------------------------------------------------------------------------

レーティングの定義

本資料に記載された意見及び予想は、記載された日付における今村証券の判断であり、これらは予告なく

変更される場合があります。今村証券は本資料の記載された日付以降に内容の変更・修正を行う義務を負い

ません。本資料はお客様への情報提供のみを目的としたものであり、特定の有価証券売買に関する申込また

は勧誘を意図するものではなく、お客様に対して投資の助言を提供するものでもありません。また、本資料

に記載されている情報もしくは分析がお客様にとって適切であると表明するものでもありません。投資に関

する最終決定はあくまでもお客様ご自身の判断でなさいますようお願い申し上げます。

本資料に記載された内容は、信頼できると思われる情報、または信頼できる情報源から得た情報を基に今

村証券が作成しておりますが、機械作業上データに誤りが発生する可能性があります。当社はその内容の正

確性や妥当性、適時性または完全性を保証するものではありませんし、本資料における過誤又は遺漏に対し

て何らの責任を負うものでもありません。本資料でインターネットのアドレス等を記載している場合があり

ますが、当社自身のアドレスが記載されている場合を除き、アドレス等の内容について当社は一切責任を負

いません。本資料は、当然にお客様の投資結果を保証するものではございませんので、今村証券は、本資料

の内容について第三者のいかなる損害賠償の責任を負うものでもありませんし、お客様が本資料に依拠した

結果としてお客様が被った損害または損失については一切責任を負いません。また、今村証券は本資料に関

するお客様からのご質問やご意見に対して、何ら対応する責任を負うものではありません。

当社および関係会社の役職員は、本資料に記載された証券について、ポジションを保有している場合があ

ります。当社および関係会社は、本資料に記載された証券、同証券に基づくオプション、先物その他の金融

派生商品について、買いまたは売りのポジションを有している場合があり、今後自己勘定で売買を行うこと

があります。また、当社および関係会社は、本資料に記載された会社に対して、引受等の投資銀行業務、そ

の他サービスを提供し、かつ同サービスの勧誘を行う場合があります。

日本および外国の株式・債券への投資は、株価の変動や、発行者の経営・財務状況の変化およびそれらに

関する外部評価の変化、金利・為替の変動などにより、投資元本を割り込むリスクがあります。

本資料は当社の著作物であり、著作権法により保護されております。当社の事前の承認なく、また電子的・

機械的な方法を問わず、本資料の全部もしくは一部引用または複製、転送等により使用することを禁じます。



今村証券の営業サービスネットワーク

株式、債券、投資信託の手数料等およびリスクについて

■　国内株式等の売買取引には、約定金額に対して最大 1.201750%( 税込 )（1.201750% に相当

する金額が 2,612 円未満の場合は 2,612 円 ( 税込 )）の委託手数料をご負担いただきます。

■　国内株式等を募集等によりご購入いただく場合は購入対価のみのお支払いとなります。

■　国内株式等は、株価など売買価格の変動により損失が生じるおそれがあります。

■　外国株式（外国 ETF、外国預託証券を含む）の外国金融商品市場等における委託取引にあたっ

ては、売買金額（約定金額に外国金融商品市場における手数料と税金等を購入の場合には

加え、売却の場合は差し引いた額）に対し、最大 0.990％（税込）の国内取次手数料をい

ただきます。外国金融商品市場での取引にかかる手数料、税金等は国（市場）により異な

ります。

■　外国株式の国内店頭取引にあたっては、取引価格に取引の実行に必要なコストが含まれて

いるため、別途手数料は必要ありません。

■　外国株式（外国 ETF、外国預託証券を含む）の売買、配当金等の受取り等にあたり、円貨

と外貨を交換する際は、外国為替市場の動向をふまえて今村証券が決定した為替レートを

用います。

■　債券を募集・売出し等によってご購入いただく場合は、購入対価のみのお支払いとなります。

■　債券は、市場の金利水準の変動等により債券の価格が変動しますので、損失が生じるおそ

れがあります。さらに外国債券は、為替相場の変動等により元本損失を生じる場合があり

ます。また、倒産等、発行会社の財務状態の悪化により元本損失を生じる場合があります。

■　投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象とし投資元本が

保証されていないため、当該資産の市場における取引価格の変動や為替の変動等により投

資 1 単位当りの価値が変動します。したがって、お客さまのご投資された金額を下回るこ

ともあります。

■　投資信託にご投資いただくお客様には、銘柄毎に設定された販売手数料および信託報酬等

の諸経費等をご負担いただきます。

■　株式、債券および投資信託のリスクにつきましては、上場有価証券等書面、契約締結前交

付書面やお客様向け資料をよくお読みください。

金融商品取引業者　北陸財務局長（金商）第３号

日本証券業協会加入
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